
 

 

千葉商科大学大学院学則 
 

第１章  総    則 

第１条  千葉商科大学大学院（以下「大学院」という。）は、千葉商科大学の使命に従い、学術の

理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめて文化及び社会の進展に寄与することを目的とす

る。 

第１条の２  大学院は、教育研究水準の向上に資するため、教育及び研究、組織及び運営並びに施

設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 教育研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた

者による評価を受けるものとする。 

３  その他、自己点検及び評価については、別に定める。 

第２条  大学院に修士課程及び博士課程を置く。 

２  修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに加え

て高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。 

商学研究科は、人間社会の諸活動において、モノ、カネ、サービス、情報を流通させるため

に、多様な関係者の間を協議してすり合わせるという「商う（あきなう）」の本来の意味に立ち返

り、商学・経営学・会計学に経済学と政策情報学を統合させることで、商学の新たな創造を目指

す「商（あきない）学」を探求する研究者及び高度職業人を養成することを目的としている。 

３  博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に

専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目

的とする。 

 

第２章  研究科の組織、修業年限及び定員 

第３条  大学院に次の研究科、専攻を置く。 

商 学 研 究 科    商 学 専 攻   修 士 課 程 

政 策 研 究 科   政 策 専 攻   博 士 課 程 

２ 政策研究科政策専攻博士課程は、後期３年の課程のみの博士課程（以下「博士課程」という。）

とする。 

第３条の２ 大学院に専門職大学院を置く。 

２ 専門職大学院の学則は、別に定める。 

第４条 修士課程の標準修業年限は、２年とする。 

２ 博士課程の標準修業年限は、３年とする。 

３  在学期間は、修士課程にあっては４年、博士課程にあっては６年を超えることができない。 

第４条の２ 博士課程の在学者が、在学期間中に学位請求論文を提出し、その審査期間中に６年を

超えた場合の在学期間は、学位審査が終了した年度末までとする。 



 

 

第５条 各研究科の収容定員は、次の通りとする。 

課   程 研 究 科 専    攻 入学定員 収容定員 

修 士 課 程 
商 学 研 究 科 商 学 専 攻 ５１名  １０２名 

計 ５１名  １０２名 

博 士 課 程 
政 策 研 究 科 政 策 専 攻  ６名  １８名 

計  ６名  １８名 

合        計 ５７名 １２０名 

 

第３章  授業科目及び履修方法等 

第６条  大学院においては、当該研究科の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開

設するとともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、体

系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成には、大学院の専攻分野に関する高度な専門的知識及び能力を修得させるとと

もに、当該分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮するものとする。 

第７条 大学院各課程においては、教育上特別の必要があると認める場合には、所定の授業時間帯

以外の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことがで

きる。 

第７条の２ 大学院各課程においては、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並

びに一年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 大学院各課程においては、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当た

っては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示する

とともに、当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

第７条の３ 大学院各課程においては、当該大学院各課程の授業及び研究指導の内容及び方

法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

 

第１節 修士課程 

第８条  修士課程商学研究科の授業科目及び単位数は、別表(A)の通りとする。 

第９条  修士課程の学生は、在学期間中に研究科における所定の授業科目について、30単位以上を

修得しなければならない。 

２  学長が承認したときは、学生は、学部及び会計ファイナンス研究科専門職学位課程の授業科目

を10単位に限り履修することができ、且つ、その単位を前項の修得単位に含めることができる。 

また、以下の場合については自由科目として定め、単位を修得できることとする。ただし、第

１項の修得単位に含めることはできない。 

(1)既に履修済みの科目をあらためて学習したい場合 

(2)１セメスターの履修上限単位数を超えて、さらに履修したい科目がある場合 



 

 

(3)10単位を超えて学部及び会計ファイナンス研究科専門職学位課程の授業科目を履修する場合 

３ 学長が承認したときは、学生が修士課程に入学する前に履修を認められた修士課程の授業科目

について修得した単位は、10単位以内に限り、第１項の修得単位に含めることができる。 

第10条  学長が承認したときは、学生は、在籍する研究科委員会と協議を行った他の大学大学院に

おいてその授業科目を履修することができる。 

２  前項の規定により履修した授業科目の修得単位は、10単位以内に限り、第９条第１項に定める

単位数に含めることができる。 

第10条の２ 学長が教育上有益と認めるときは、学生が大学院に入学する前に他の大学院において

履修した授業科目について修得した単位及び他の大学院の科目等履修生として修得した単位は、

第９条第２項、第３項及び前条により修得した単位と合わせて10単位を超えないものとする。 

第11条  学生は、すみやかに自己の指導教員を定め在籍する研究科委員会に申請し、学長の承認を

得なければならない。 

第12条  学生は、履修すべき授業科目の選択について、指導教員の指導を受けなければならない。 

２  選択した授業科目の履修にあたっては、学期の始めにおいて指定の様式に従い、科目担当教員

に申請し、その承認を得なければならない。 

第13条  大学院修士課程商学研究科に、中小企業診断士登録養成課程を置く。中小企業診断

士登録養成課程に関する細則は、別に定める。 

第14条  商学研究科において、教育職員免許状授与の所要資格が得られる教育職員免許状の種類及

び免許教科は、次の通りとする。 

研  究  科 専    攻 免 許 状 の 種 類 免 許 教 科 

商学研究科 商学専攻 高等学校教諭専修免許状 商 業 

２  前項の教育職員免許状授与の所要資格を得ようとする者は、当該教科の高等学校教諭一種免許

状を有する者にして、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に定める所要の単位を修得し

なければならない。 

 

第２節 博士課程 

第15条  政策研究科博士課程の授業科目及び単位数は、別表(5)の通りとする。 

第16条  学生は、在学期間中に専攻における所定の授業科目について、４単位以上を修得しなけれ

ばならない。 

２  学長の承認により、学生は、基盤教育機構、学部、研究科修士課程及び専門職学位課程の授業

科目を履修するものとする。ただし、その単位は、修了要件の単位数には含まれない。 

第17条 学長が承認したときは、学生は、政策研究科委員会と協議を行った他の大学院において、

その授業科目を履修することができる。ただし、その単位は、修了要件の単位数には含まれない。 

第18条 博士課程における研究指導は、原則として２人以上の教員が担当（以下、指導教員等とい



 

 

う。）するものとする。うち１人は主任指導教員とする。 

第19条 学生は、すみやかに自己の指導教員等を定め政策研究科委員会に申請し、学長の承認を得

なければならない。 

２ 学生は、履修すべき授業科目等の選択について、指導教員等の指導に従って定め、政策研究科

委員会の承認を受けなければならない。 

３  選択した授業科目等の履修にあたっては、学期の始めにおいて指定の様式に従い、科目担当教

員に申請し、その承認を得なければならない。 

 

第４章  課程の修了及び学位の授与等 

第１節 課程修了の認定 

第20条  修士課程の修了は、大学院に２年以上在学し、研究科修士課程所定の単位を修得し、且つ、

必要な研究指導を受けたうえ、修士論文の審査及び最終試験に合格したものとする。ただし、中

小企業診断士登録養成課程履修者を除く修士課程在籍者の在学期間に関しては、優れた業績を上

げた者については、大学院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２  前項において、研究科修士課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定の課題についての

研究の成果の審査をもって修士論文の審査に代えることができる。 

第20条の２ 博士課程の修了は、３年以上在学し、研究科博士課程所定の単位を修得し、且つ、必

要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格したものとする。ただし、在学

期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に３年（修士課程に２年以上在

学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学

すれば足りるものとする。 

２  前項の規定にかかわらず、第27条第２項第２号、第３号及び第４号の規定により、大学院への

入学資格を認められた者が、博士課程に入学した場合の修了要件は、大学院に３年以上在学し、

当該研究科所定の単位を修得し、且つ、必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終

試験に合格したものとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者について

は、大学院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

第21条 修了時期は、学年の終了日とする。ただし、博士課程については、博士論文の審査又は休

学期間の関係により春学期の終了日とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、修士課程において標準修業年限を超えた者が、研究科委員会の定め

る期日までに学位論文を提出し、課程修了を認定された場合には、春学期の終了日とすることが

できる。 

 

第２節 学位及びその授与 

第22条 修士の学位は、大学院修士課程を修了した者に与えられる。 

第23条 博士の学位は、次の各号の１に該当する者に与えられる。 



 

 

 (1) 大学院博士課程を修了した者 

(2) 研究科委員会の承認を得て博士論文を提出し、その論文の審査に合格し、かつ前号と同等以

上の学力を有することを確認された者 

２ 学位に関し必要な事項は、千葉商科大学学位規則に定めるところによる。 

第24条  大学院において、各研究科の課程を修了した者には、次の学位を授与する。 

研 究 科 名 学   位 

商 学 研 究 科 

修  士（商      学）   千葉商科大学 

修  士（経  済  学）   千葉商科大学 

修 士（政策情報学）  千葉商科大学 

修 士（経 営 管 理）  千葉商科大学 

政 策 研 究 科 博 士（政 策 研 究）   千葉商科大学 

 

第５章  学年、学期及び休業日 

第25条  学年、学期及び休業日は、千葉商科大学学則の定めるところによる。 

 

第６章  入学、休学、転学、退学、除籍 

第26条  入学の時期は、学年の始めとする。ただし、学長の承認により、入学の時期を学期の始め

とすることができる。 

第27条  修士課程に入学することのできる者は、次の各号の１に該当する者とする。 

(1) 修業年限４年以上の大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第104条の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において学校教育における16年の課程を修了した者 

(4) 文部科学大臣の指定した者 

(5) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における15年の課程を修了し、大学院に

おいて、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(6) 大学院における個別の入学資格審査により、学長が大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、22歳に達したもの 

(7) 学長が(1)の者と同等以上の学力があると認めた者 

２  博士課程に入学することのできる者は、次の各号の１に該当する者とする。 

(1) 修士の学位を有する者 

(2) 外国において修士の学位に相当する学位を授与された者 

(3) 文部科学大臣の指定した者 

(4) 大学院における個別の入学資格審査により、学長が修士の学位を有する者と同等以上の学力

があると認めた者で、24歳に達したもの 

(5) その他学長が修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者 



 

 

第28条  入学志願者は、入学願書に別に定める入学検定料及び書類を添えて願い出なければならな

い。 

第29条  前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。 

第30条  前条の選考結果に基づき合格通知を受けた者がとるべき入学手続きは、千葉商科大学学則

の規定を準用する。 

２  学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

第31条  病気その他の事情のため、引き続き２カ月以上修学することができない者は、休学を願い

出て、学長の許可を得て休学することができる。 

  なお、病気による場合は、願書に医師の診断書を添えなければならない。 

２ 休学期間は、１学期又は１年以内とする。ただし、休学の理由が消滅しない場合は、改めて休

学を学長に願い出ることができる。 

第31条の２  休学期間は、通算して修士課程にあっては２年、博士課程にあっては３年を超えるこ

とはできない。 

２  休学期間は、在学期間に算入しない。 

第32条  休学期間が満了し、休学の理由が消滅した場合は、復学を願い出て、学長の許可を得て復

学することができる。 

２  復学は、休学した学年とし、時期は学期の始めとする。 

第33条  大学院の他の研究科及び他大学の大学院から転科又は転入学を志願する者については、考

査のうえ許可することがある。 

２  大学院の学生で、他の研究科及び他大学の大学院に転学しようとする者は、願い出て、許可を

受けなければならない。 

第34条  病気その他の事由により、退学しようとする者は、その理由を付して願い出て、学長の許

可を受けなければならない。ただし、病気の場合には医師の診断書を添えなければならない。 

第35条  大学院に在学していた者が再入学を志願するときは、事情を考慮したうえで許可すること

がある。なお、再入学の取扱いについては、別に定める。 

第36条  次の各号の１に該当する場合は、学長が除籍する。 

(1) 学費の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

(2) 第４条第３項に定める在学年限を超えた者 

 

第７章  学    費 

第37条  授業料、学園整備費、養成課程実習費、入学金の学費は、別表(6)に定める通りとする。 

２ 削除 

３  修了年次留年手続者の学費及び学校法人千葉学園が設置する学校から入学する者の入学金は、

別に定める。 

４ 納付した学費及び入学検定料は、原則として返付しない。 



 

 

５ 授業料等の学費減免の扱いについては、別に定める。 

第37条の２  前条に規定する納付金は、年度の更新に伴い改定することがある。 

第38条  休学を許可された者については、休学期間中の授業料、学園整備費を免除する。 

第39条 博士課程在籍者の博士論文審査期間中の学費の扱いについては、別に定める。 

 

第８章  賞    罰 

第40条  学生であって在学中人物及び成績が優秀な者に対しては表彰することがある。 

第41条  学生が本学の規則に違反し、又は学生の本分に反する行為をした者は、学長が懲戒する。 

２  懲戒については、別に定める。 

第42条  削除 

 

第９章  科目等履修生及び聴講生等 

第43条  大学院は、学長の承認により修士課程に限り正規学生の研究並びに指導に支障のない範囲

において、選考のうえ科目等履修生、聴講生及び研究生を受け入れることがある。 

第44条  特定の授業科目を履修することを希望する他大学の大学院生があるときは、学長は当該研

究科とその大学院との協議及び所定の手続きを経て特別聴講学生として履修を許可することがあ

る。 

２  特別聴講学生が選修科目の試験に合格したときは、その科目の修了証明書を授与する。 

第45条  科目等履修生、聴講生、特別聴講学生及び研究生（以下、「科目等履修生等」という。）

の履修又は聴講の登録料及び修学料は、別に定める。 

２  科目等履修生等に関しては、特に定める場合のほかは千葉商科大学学則を準用する。 

 

第10章  教員組織及び運営組織 

第46条  大学院の授業及び研究指導は、大学院担当の教授、准教授が担当する。ただし、必要ある

場合には、相当の業績ある大学院担当の専任講師及び助教に授業及び研究指導を担当させること

ができる。 

２ 必要ある場合には、大学院担当の兼任教員に授業を担当させることができる。 

第47条  大学院の各研究科に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会については、別に定める。 

第48条  研究科委員会は、研究科委員会委員長が招集し、その議長となる。 

第49条  削除 

第50条  大学院には、事務の処理、学生の補導、福祉等のため事務職員若干名を置く。 

 

第11章  研究施設 

第51条  学生は、その研究目的を達成するため本学付属図書館及びその他の施設を利用することが



 

 

できる。 

 

第12章  補    則 

第52条  大学院学則に規定のない事項については、千葉商科大学学則を準用する。 

第53条  この学則の改廃は、各研究科委員会及び全学部長会の議を経て、理事会が行う。 

 

 

付  則 

この学則は、昭和52年４月１日から施行する。 

    略 

   付 則（平成27年４月１日改正）  

１．この学則は、平成27年４月１日から施行する。ただし、第46条については、平成25年４

月１日から遡って適用する。 

２．平成26年度以前に入学した者の授業科目の履修及び単位取得については、入学時の学則を適

用する。ただし、学長が必要と判断する場合は、学長が定める授業科目の履修及び単位修得を

認めることができるものとする。 

付 則（平成28年４月１日改正）  

この学則は、平成28年４月１日から施行する。 

付 則（平成29年４月１日改正）  

１．この学則は、平成29年４月１日から施行する。 

２．平成29年４月１日在籍者については、新学則を適用する。 

付 則（平成30年４月１日改正） 

この学則は、平成30年４月１日から施行する。 

付 則（2020年４月１日改正） 

１．この学則は、2020年４月１日から施行する。 

２．第２条の規定にかかわらず、2019年度以前に入学した者の、商学研究科、経済学研究科、政

策情報学研究科の人材養成の目的について在籍者が修了するまでは次の通りとする。 

研究科 人材養成の目的 

商学研究科 商学研究科は、商学、経営学、会計学の３研究分野体制を効

率的、総合的に生かし、新時代ビジネスのための知の創出と社

会科学教育のセンターとなることを目指している。この趣旨に

沿うために３つの研究分野を戦略的に体系化することにより、

ビジネスに限らず、あらゆる環境に対し広い視野をもって応用

できる商学、経営学、会計学の専門研究者の育成と高度なキャ

リアを有する人材の養成を図ることを目的としている。 

経済学研究科   経済学研究科は、経済に関する分野を専門的かつ総合的に研

究し、基礎及び応用理論の修得に基づく知的創造能力の構築を

図るための教育のセンターとなることを目指している。経済学



 

 

の研究能力の涵養とグローバルな経済問題に対応できる高度

専門職従事者の養成を図ることを目的としている。 

政策情報学研究科 

 

政策情報学研究科は、新しい「知と方法」の開発・創造と伝

達のために２つのコンピタンス（ポリシー・コンピタンスとコ

ミュニケーション・コンピタンス）の修得を狙いとして、実学

的で多彩なカリキュラムを組み、新しいタイプの高度専門職能

人の育成を目指している。博士課程への進学や政策情報学専門

の「治道家」として天職を求める人材を育成することを目的と

する。 

３．第３条の規定に関わらず、2019年度以前に入学した者の、経済学研究科、政策情報学研究科

の専攻及び課程について、在籍者が修了するまでは次の通りとする。 

経 済 学 研 究 科    経 済 学 専 攻   修 士 課 程 

政策情報学研究科   政策情報学専攻   修 士 課 程 

４．第５条の規定にかかわらず、商学研究科、経済学研究科及び政策情報学研究科における2020

年度から2021年度までの収容定員は、次の通りとする。 

研究科・専攻 2020年度 2021年度 

商学研究科 商学専攻 ４０名 ６０名 

経済学研究科 経済学専攻 １０名 ０名 

政策情報学研究科 政策情報学専攻 １０名 ０名 

 

５．第８条の規定に関わらず、2019年度以前に入学した者の、商学研究科、経済学研究科、政策

情報学研究科の授業科目及び単位数について、在籍者が修了するまでは次の通りとする。 

 商学研究科の授業科目及び単位数は、別表(1)の通りとする。 

  経済学研究科の授業科目及び単位数は、別表(2)の通りとする。 

政策情報学研究科の授業科目及び単位数は、別表(3)の通りとする。 

 

６．第13条の規定にかかわらず、2019年度以前に入学した者の、中小企業診断士養成コースの授

業科目の履修及び単位修得について、入学時の学則を適用する。 

 

７．2019年度以前に入学した者の授業科目の履修及び単位修得については、入学時の学則を適用

する。但し、学長が必要と判断する場合は、学長が定める授業科目の履修及び単位修得を認め

ることができるものとする。 

 

８．第24条の規定に関わらず、2019年度以前に入学した者の、商学研究科、経済学研究科、政策

情報学研究科の学位について、在籍者が修了するまでは次の通りとする。 

商 学 研 究 科   修  士（商   学）   千葉商科大学 

経 済 学 研 究 科      修  士（経  済  学）   千葉商科大学 



 

 

政策情報学研究科   修 士（政策情報学）  千葉商科大学 

 

付 則（2021年４月１日改正） 

この学則は、2021年４月１日から施行する。ただし、第31条２項の改定は2020年10月１日

から遡って適用する。 

 

付  則（2021年５月26日改正） 

１．この学則は、2021年５月26日から施行する。 

２．政策情報学研究科は在籍者がいなくなったため、廃止とする。 
 

付  則（2022年３月23日改正） 

１．この学則は、2022年４月１日から施行する。 

２．2021年度以前に入学した者の授業科目の履修及び単位修得については、入学時の学則

を適用する。但し、学長が必要と判断する場合は、学長が定める授業科目の履修及び単

位修得を認めることができるものとする。 

 

付  則（2023年３月22日改正） 

１．この学則は、2023年４月１日から施行する。 

２．2022年度以前に入学した者の授業科目の履修及び単位修得については、入学時の学則を適用

する。但し、学長が必要と判断する場合は、学長が定める授業科目の履修及び単位修得を認め

ることができるものとする。 

 

付  則（2023年６月21日改正） 

１．この学則は、2024年４月１日から施行する。 

２．第13条の規定にかかわらず、2023年度以前に入学した者の、中小企業診断士養成プロ

グラムの授業科目の履修及び単位修得については、入学時の学則を適用する。 

 

付  則（2024年３月21日改正） 

この学則は、2024年４月１日から施行する。 

 

付  則（2024年５月29日改正） 

１．この学則は、2024年５月29日から施行する。 

２．経済学研究科は在籍者がいなくなったため、廃止とする。 
 

付  則（2025年３月26日改正） 

１．この学則は、2025年４月１日から施行する。 



 

 

２．2024年度以前に入学した者の授業科目の履修及び単位修得については、入学時の学則を適用

する。但し、学長が必要と判断する場合は、学長が定める授業科目の履修及び単位修得を認め

ることができるものとする。 

 



別　表 (1)～(4) 　削除

別　表（5）　（第15条関係）

 政策研究科政策専攻博士課程授業科目及び単位数

必修 選択 1年次 2年次 3年次

基 本 プ ロ ジ ェ ク ト 演 習 Ⅰ ２ ２

基 本 プ ロ ジ ェ ク ト 演 習 Ⅱ ２ ２

政 策 研 究 特 論 ２ ２ ２ ２

ジョブ型研究インターンシップ ２ ２ ２ ２

授業科目
単位数 配当年次

備　考

基本プロジェクト演習Ⅰ ２
単位、基本プロジェクト演習
Ⅱ　２単位、計４単位以上を
修得するものとする。



別  表（６）  （第37条関係） 

 

 ＜2024年度以降入学者学費＞ 

修士課程及び博士課程 

費    目 金   額   (円) 備    考 

授 業 料  ８２０，０００ 
年   額 

学 園 整 備 費   ７５，０００ 

養 成 課 程 

実 習 費 
３００，０００ 

中小企業経営管理 

コースのみ・年額 

入 学 金  １８５，０００ 入学時のみ 

なお、実習にかかる交通費、宿泊費、教材費は受講生負担とする。 

 

 

 ＜2020年度から2023年度入学者学費＞ 

修士課程及び博士課程 

費    目 金   額   (円) 備    考 

授 業 料  ８２０，０００ 
年      額 

学 園 整 備 費   ７５，０００ 

入 学 金  １８５，０００ 入学時のみ 

 

養成プログラム学費及び実習費等 
 

養成プログラム第１、２年次生 

費  目 金  額 (円) 備   考 

授 業 料 ８２０，０００ 

年   額 実 習 費 ３００，０００ 

学園整備費  ７５，０００ 

入 学 金 １８５，０００ 入学時のみ 

なお、実習にかかる交通費、宿泊費、教材費は受講生負担とする。 

 

 

＜2019年度以前入学者学費＞ 

修士課程及び博士課程 

費    目 金   額   (円) 備    考 

授 業 料  ６６０，０００ 
年      額 

学 園 整 備 費  １５０，０００ 

入 学 金  ２６０，０００ 入学時のみ 

 
 
別 表（７） 削除 



別　表　（A）　　　　　　　　（第8条関係）

商学研究科商学専攻修士課程授業科目及び単位数

必修 選択 必修 選択

流 通 シ ス テ ム 論 研 究 2 政 策 情 報 学 理 論 研 究 2

マ ー ケ テ ィ ン グ 論 研 究 2 経 営 理 論 2

証 券 市 場 論 研 究 2 政 策 分 析 論 2

商 品 学 研 究 2 統 計 分 析 法 2

流 通 論 研 究 2 政 策 情 報 思 想 研 究 2

商 業 経 営 論 研 究 2 政 策 情 報 関 連 法 研 究 2

リ ス ク ・ マ ネ ジ メ ン ト 研 究 2

フィールドワーク・調査研究法 2

経 営 学 概 論 2 e - ビ ジ ネ ス 関 連 法 2

経 営 組 織 論 2 原 典 講 読 2

財 務 管 理 論 研 究 2 メ デ ィ ア 表 現 技 法 2

経 営 管 理 論 研 究 2 映 像 表 現 技 法 2

経 営 情 報 論 研 究 2 地 域 ビ ジ ネ ス 論 2

労 務 管 理 論 研 究 2 画 像 表 現 技 法 2

経 営 情 報 シ ス テ ム 論 研 究 2

工 業 経 営 論 研 究 2

企 業 社 会 論 2

中 小 企 業 経 営 論 研 究 2

国 際 経 営 論 研 究 2 [ 行 政 関 連 ク ラ ス タ ー ]

行 政 シ ス テ ム 研 究 2

行 政 デ ザ イ ン 研 究 2

簿 記 原 理 研 究 2 行 政 評 価 研 究 2

会 計 学 原 理 研 究 2 政 策 決 定 プ ロ セ ス 論 2

財 務 諸 表 論 研 究 2

原 価 計 算 論 研 究 2 [ 環 境 関 連 ク ラ ス タ ー ]

管 理 会 計 論 研 究 2 環 境 シ ス テ ム 研 究 2

経 営 分 析 論 研 究 2 環 境 デ ザ イ ン 研 究 2

税 務 会 計 論 研 究 2 環 境 経 営 ・ 評 価 研 究 2

会 計 監 査 論 研 究 2

[ 事 業 関 連 ク ラ ス タ ー ]

事 業 評 価 研 究 2

経 済 原 論 研 究 2 事 業 ・ 産 業 史 研 究 2

国 際 経 済 論 研 究 2 ア ー ト マ ネ ジ メ ン ト 論 2

経 済 統 計 論 研 究 2 デ ー タ サ イ エ ン ス 特 論 2

情 報 シ ス テ ム 特 論 2

知 能 シ ス テ ム 論 2

経 済 史 研 究 2

[ 文 化 研 究 ク ラ ス タ ー ]

文 化 政 策 理 論 研 究 2

産 業 組 織 論 研 究 2 メ デ ィ ア 表 現 研 究 2

工 業 経 済 論 研 究 2 現 代 文 化 論 2

経 済 政 策 論 研 究 2 映 像 メ デ ィ ア 研 究 2

租 税 政 策 研 究 2

経 済 地 理 研 究 2

地 域 産 業 論 研 究 2

財 政 学 研 究 2

金 融 論 研 究 2 演 習 Ⅰ 2

金 融 機 関 論 研 究 2 演 習 Ⅱ 2

国 際 金 融 論 研 究 2 演 習 Ⅲ 2

社 会 政 策 研 究 2 演 習 Ⅳ 2

環 境 経 済 学 研 究 2

プ ロ ジ ェ ク ト 2

商 法 研 究 2 特 別 講 義 2

民 法 研 究 2

憲 法 研 究 2

租 税 法 研 究 A 2

租 税 法 研 究 B 2 ※ ア カ デ ミ ッ ク ・ ラ イ テ ィ ン グ 2

税 法 A （ 所 得 税 法 ） 2

税 法 B （ 法 人 税 法 ） 2

会 社 法 研 究 2

金 融 商 品 取 引 法 研 究 2

外 書 講 読 2

※アカデミック・ライティングの対象は留学生とする。
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単位数学
科
目

授　業　科　目
単位数 学

科
目

授　業　科　目



選
択
必
修

経 営 診 断 Ⅰ ( 経 営 戦 略 ) 4 1

経 営 診 断 Ⅰ ( 経 営 管 理 ) 2 1

経営診断Ⅰ(財務・情報戦略) 2 1

経 営 診 断 Ⅰ
( ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ･ ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ )

2 1

経 営 診 断 Ⅰ ( 製 造 業 実 習 ) 2 1

経 営 診 断 Ⅰ ( 流 通 業 実 習 ) 2 1

経 営 診 断 Ⅱ ( 総 合 経 営 ) 2 2

経営診断Ⅱ(総合ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ) 2 2

経 営 診 断 Ⅱ
( 経 営 戦 略 策 定 実 習 Ⅰ )

2 2

経 営 診 断 Ⅱ
( 経 営 戦 略 策 定 実 習 Ⅱ )

2 2

経 営 診 断 Ⅱ
( 経 営 総 合 ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 実 習 )

2 2

複 合 プ ロ グ ラ ム 6 １・２

演 演習（ケースメソッド）Ⅰ 2 1

演習（ケースメソッド）Ⅱ 2 1

演習（ケースメソッド）Ⅲ 2 2

習 演習（ケースメソッド）Ⅳ 2 2

履修上のコースの中小企業経営管理
コースは、経営診断Ⅰ、経営診断Ⅱ、
関連科目の全科目及び演習（ケースメ
ソッド）Ⅰ～Ⅳを修得すること。

なお、中小企業経営管理コース以外の
者は、経営診断Ⅰ、経営診断Ⅱ、関連
科目の全科目及び演習（ケースメソッ
ド）Ⅰ～Ⅳを履修することができな
い。

経
営
診
断
Ⅰ

経
営
診
断
Ⅱ

関
連
科
目

注　学位ごとに別途修了要件を定める

学
科
目

授 業 科 目

単
位
数 配

当
年
次

備   考


